
物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金の実績及び効果（公表資料）

交付金

充当額
※ 国庫補助額 県補助額 諸収入 一般財源

1

土岐市電力・ガス・食料品
等価格高騰重点支援給付金
事業（追加分）【物価高騰
対策給付金】

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々の生活を維持する
②低所得世帯への給付金及び事務費
③R5、R6の累計給付金額
　R5年度分の住民税非課税世帯　5,334世帯×70千円のうちR6計画分
　事務費　260千円［需用費（事務用品等）、役務費（郵送料等）、業務委託料］
④R5年度分の住民税非課税世帯　5,334世帯

R5.12.26 R6.8.29 7,501,468 7,501,468
対象世帯に対して令和6年2月までに
支給を開始する

給付件数（R5～R6年度の実績）：
非課税世帯　5,334件

令和5年度の非課税世帯に対する追加給付として7万
円を支給した。令和6年2月より支給を開始し、把握
できる対象者にはプッシュ式で、その他期限内に申
請のあった対象者に給付を行うことで、物価高騰が
続く中で非課税世帯の生活の維持に寄与することが
できた。

福祉課

2

土岐市物価高騰重点支援非
課税世帯給付金、住民税均
等割のみ課税世帯給付金、
低所得者の子育て世帯給付
金、定額減税補足給付金給
付事業

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々の生活を維持する
②低所得世帯への給付金及び事務費
③R5、R6の累計給付金額
　R5均等割のみ課税世帯　1,012世帯×100千円
　R6非課税世帯　570世帯×100千円
　R6均等割のみ課税世帯　287世帯×100千円
　子ども加算　707人×50千円
　定額減税を補足する給付の対象者　18,092人(41,9670千円）のうちR6計画分
　事務費　33,058千円［需用費（事務用品等）、役務費（郵送料等）、業務委託料、使用料
及び賃借料、人件費］
④低所得世帯等の給付対象世帯数　1,869世帯
　定額減税を補足する給付の対象者数　18,092人

R6.2.29 R7.2.27 534,580,290 534,580,290
対象世帯に対して令和6年3月までに
支給を開始する

給付件数（R5～R6年度の実績）：
均等割のみ課税世帯　1,012件
R6非課税世帯　570件
R6均等割のみ課税世帯　287件
こども加算　707件
調整給付　10,411件

令和5年度の市民税均等割のみ課税世帯に10万円、
令和6年度の課税で新たに非課税、均等割のみ課税
となった世帯に10万円、こどものいる世帯にはこど
も1人あたり5万円を加算、定額減税を受けられな
かった世帯に調整給付として1人あたり上限4万円を
支給した。令和6年4月より支給を開始し、把握でき
る対象者にはプッシュ式で、その他期限内に申請の
あった対象者に給付を行うことで、物価高騰が続く
中で住民税均等割のみ課税世帯等の生活の維持に寄
与することができた。

福祉課
税務課

3

土岐市住民税非課税世帯物
価高騰対策支援給付金、住
民税非課税世帯（こども加
算）物価高騰対策支援給付
金、定額減税不足額給付金
給付事業

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々の生活を維持する
②低所得世帯への給付金及び事務費
③R6の累計給付金額
　R6住民税非課税世帯　5,000世帯×30千円
　子ども加算　500人×20千円のうちR6計画分
　事務費　5,500千円［需用費（事務用品等）、役務費（郵送料等）、業務委託料、使用料及
び賃借料、人件費］
④低所得世帯等の給付対象世帯数　5,000世帯

R7.3.1 R7.8.22 174,958,662 174,958,662
対象世帯に対して令和7年3月までに
支給を開始する

給付件数（R6年度の実績のみ）：
非課税世帯　4,932件
こども加算　376件

令和6年度の非課税世帯に対する追加給付として3万
円を、こどものいる世帯にはこども1人あたり2万円
加算して支給した。令和7年3月より支給を開始し、
把握できる対象者にはプッシュ式で、その他期限内
に申請のあった対象者に対し給付を行うことで、物
価高騰が続く中で非課税世帯の生活の維持に寄与す
ることができた。
※年度内に支給できなかった分は翌年度繰越

福祉課

4 ごみ袋配付事業

①物価高騰等の影響を受ける市民生活の負担軽減のため、全世帯に対してごみ袋（大中小
セット）を配布する
②全世帯へのごみ袋配布及びごみ処理手数料の減免に必要な経費
③需用費：ごみ袋制作費　7,615千円
　役務費：ごみ袋配付の郵送料　10,135千円
　委託料：配布業務委託料　5,913千円
　ごみ処理手数料の減免　39,695千円（1,900円×24,900世帯－ごみ袋製作費）
④市内全世帯　24,900世帯

R6.6.28 R7.3.17 56,441,280 33,000,000 23,441,280
全世帯に令和6年12月までにごみ袋を
配布する

令和7年3月までに市内24,675世帯へ
ごみ袋を配付した

生活するうえで必ず必要となるごみ袋を市内全世帯
に大中小セットで配布することで、物価高騰等の影
響を受ける市民生活の負担を軽減することができ
た。

環境センター

5
学校給食に関する負担軽減
事業

①エネルギー・食料品価格等の物価高騰による幼稚園小中学校給食費の保護者負担を軽減す
るため、給食費の値上げ相当分の負担を軽減する
②高騰した分の食材購入費（教職員分の食材費を除く）
③1食あたりの給食費不足額×年間給食数
　 小中学校：23,705千円（不足額30円×790,177食）
　 幼稚園：648千円（不足額10円×64,746食）
④市内幼稚園小中学生の保護者

R6.4.1 R7.3.31 26,123,734 21,758,000 4,365,734 給食費の値上げ：0円
給食費の負担軽減により給食費の値
上げなし

食料品価格の高騰による小中学校及び幼稚園の給食
費について、本来値上げが必要なところ、価格高騰
分を支援することで、保護者の負担が軽減され、子
育て世帯の生活支援につながった。

学校給食センター

6
学校施設エネルギー価格高
騰支援事業

①エネルギー価格等の高騰のため、電気使用量抑制による熱中症等の事故を防止するため、
電気料金の高騰分を支援する
②需用費（電気使用料）
③今年度の電気使用見込額－高騰前（R3年度）の電気使用実績
　 小学校8校：20,000千円
　 中学校6校：15,000千円
④地方公共団体（小中学校）

R6.4.1 R7.3.31 33,072,780 26,900,000 6,172,780
児童生徒の学校での熱中症発生件
数：0件

対象施設：
小学校8校
中学校6校

物価高騰によりエネルギー価格等が高騰するなか、
施設の電気料高騰分を支援することで、使用控えに
よる児童生徒の熱中症の発生を抑制することができ
た。

教育総務課

7
社会教育施設エネルギー価
格高騰支援事業

①エネルギー価格等が高騰するなか、施設利用者の使用料を現状維持するため、電気料金の
高騰分を支援する
②需用費（電気使用料）
③今年度の電気使用見込額－高騰前（R3年度）の電気使用実績
　 公民館9館：6,000千円
　 土岐市文化プラザ：5,500千円
④地方公共団体（社会教育施設）

R6.4.1 R7.3.31 11,334,819 9,200,000 2,134,819 手数料・使用料の値上げ：0円

対象施設：
公民館8館（鶴里公民館を除く）
生涯学習館
土岐市文化プラザ

物価高騰によりエネルギー価格等が高騰するなか、
施設の電気料高騰分を支援することで、公民館及び
文化プラザの使用料を現状維持することができた。

生涯学習課
文化振興課

8
スポーツ施設エネルギー価
格高騰支援事業

①エネルギー価格等が高騰するなか、施設利用者の使用料を現状維持するため、電気料金の
高騰分を支援する
②需用費（電気使用料）
③今年度の電気使用見込額－高騰前（R3年度）の電気使用実績
　 総合公園：8,000千円
　 市民体育館：1,000千円
④地方公共団体（スポーツ施設）

R6.4.1 R7.3.31 8,314,169 6,800,000 1,514,169 手数料・使用料の値上げ：0円

対象施設：
土岐津体育館
駄知体育館
土岐市スポーツセンター
土岐市総合公園

物価高騰によりエネルギー価格等が高騰するなか、
施設の電気料高騰分を支援することで、総合公園等
スポーツ施設の使用料を現状維持することができ
た。

スポーツ振興課

9
環境衛生施設エネルギー価
格高騰支援事業

①エネルギー価格等が高騰するなか、ごみやし尿処理の手数料を現状維持するため、電気料
金の高騰分を支援する
②需用費（電気使用料）
③今年度の電気使用見込額－高騰前（R3年度）の電気使用実績
　 環境センター：20,000千円
　 衛生センター：8,000千円
④地方公共団体（環境衛生施設）

R6.4.1 R7.3.31 28,140,126 22,800,000 5,340,126 手数料・使用料の値上げ：0円
対象施設：
環境センター（ごみ処理施設）
衛生センター（し尿処理施設）

物価高騰によりエネルギー価格等が高騰するなか、
施設の電気料高騰分を支援することで、ごみ処理及
びし尿処理手数料を現状維持することができた。

環境センター
衛生センター

※交付金充当額に令和7年度の交付決定分を含む

令和６年度　実施事業

事業№ 交付対象事業の名称

事業の概要（実施計画）
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

事業
始期

事業
終期
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